
議案第１５号 

令和４年度矢吹町一般会計予算 

令和４年度矢吹町一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，９１６，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、 

「第２表 債務負担行為」による。 

（地 方 債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、８００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用

(2) 各項に計上した需用費（食糧費を除く。）及び役務費（保険料を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用

令和４年３月１１日提出 

矢 吹 町 長 蛭 田 泰 昭
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歳   入 （単位：千円）

1 2,330,465

1 町 民 税 841,536

2 固 定 資 産 税 1,237,867

3 軽 自 動 車 税 59,490

4 町 た ば こ 税 183,272

5 入 湯 税 8,300

2 104,614

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 25,000

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 76,000

3 森 林 環 境 譲 与 税 3,614

3 2,000

1 利 子 割 交 付 金 2,000

4 5,000

1 配 当 割 交 付 金 5,000

5 8,000

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 8,000

6 450,000

1 地 方 消 費 税 交 付 金 450,000

7 23,000

1 法 人 事 業 税 交 付 金 23,000

8 20,000

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 20,000

9 8,000

1 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 8,000

10 23,000

1 地 方 特 例 交 付 金 23,000

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
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（単位：千円）

11 1,982,327

1 地 方 交 付 税 1,982,327

12 2,000

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,000

13 3,576

1 分 担 金 1,230

2 負 担 金 2,346

14 98,480

1 使 用 料 91,616

2 手 数 料 6,864

15 1,230,733

1 国 庫 負 担 金 673,142

2 国 庫 補 助 金 554,278

3 国 庫 委 託 金 3,313

16 646,948

1 県 負 担 金 359,236

2 県 補 助 金 258,756

3 県 委 託 金 28,956

17 8,967

1 財 産 運 用 収 入 8,966

2 財 産 売 払 収 入 1

18 31,003

1 寄 附 金 31,003

19 290,870

1 基 金 繰 入 金 290,731

2 特 別 会 計 繰 入 金 139

款 項 金　　　　　額

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金
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（単位：千円）

20 40,000

1 繰 越 金 40,000

21 91,017

1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 4,500

2 町 預 金 利 子 5

3 雑 入 86,512

22 516,000

1 町 債 516,000

7,916,000

款 項 金　　　　　額

繰 越 金

町 債

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入
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歳   出 （単位：千円）

1 107,361

1 議 会 費 107,361

2 1,040,269

1 総 務 管 理 費 838,109

2 徴 税 費 120,582

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 49,256

4 選 挙 費 25,537

5 統 計 調 査 費 6,209

6 監 査 委 員 費 576

3 2,241,720

1 社 会 福 祉 費 1,008,389

2 児 童 福 祉 費 1,233,331

4 910,816

1 保 健 衛 生 費 701,579

2 清 掃 費 187,553

3 水 道 費 21,684

5 1,900

1 労 働 諸 費 1,900

6 499,521

1 農 業 費 468,519

2 林 業 費 30,403

3 遊 水 地 対 策 費 599

7 124,194

1 商 工 費 124,194

商 工 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

衛 生 費

民 生 費

総 務 費

款 項 金　　　　　額

議 会 費
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（単位：千円）

8 896,592

1 土 木 管 理 費 25,215

2 道 路 橋 り ょ う 費 389,937

3 河 川 費 6,435

4 都 市 計 画 費 435,613

5 住 宅 費 39,392

9 283,092

1 消 防 費 283,092

10 1,065,587

1 教 育 総 務 費 188,010

2 小 学 校 費 145,654

3 中 学 校 費 51,746

4 幼 稚 園 費 302,462

5 社 会 教 育 費 226,101

6 保 健 体 育 費 151,614

11 3,545

1 農 業 施 設 災 害 復 旧 費 3,545

12 731,403

1 公 債 費 731,403

13 10,000

1 予 備 費 10,000

7,916,000歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

消 防 費

教 育 費

土 木 費

款 項 金　　　　　額
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第 ２ 表　債務負担行為

事　　　　　　　項 期　　　　間 限　　　　度　　　　額

自　令和４年度

至　令和６年度

自　令和４年度

至　令和６年度

自　令和４年度

至　令和５年度

矢 吹 町 福 祉 会 館
指 定 管 理 料

６，５００千円

矢吹町健康センター温水プール
ろ 過 装 置 改 修 工 事 費

５８，０００千円

矢 吹 町 大 正 ロ マ ン の 館
指 定 管 理 料

５，８００千円
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第 ３ 表　地方債

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債
（ 農 業 施 設 ）

8,500

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

健 康セ ンタ ー改 修事 業債 34,600
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

地 方 道 路 等 整 備 事 業 債 96,900
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

庁 舎 改 修 事 業 債 26,800
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

地 域 集 会 所 改 修 事 業 債 7,700
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

児 童 ク ラ ブ 建 設 事 業 債 51,500
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起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

公共施設等適正管理推進
事 業 債 （ 道 路 ）

45,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

公 営 住 宅 改 修 事 業 債 5,500

公 園 遊 具 整 備 事 業 債 5,200
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

排 水 路 整 備 事 業 債

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債
（ 河 川 ）

5,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

公共施設等適正管理推進
事 業 債 （ 公 園 施 設 ）

12,600
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

6,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）
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起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

3,700
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

地 域 活 性 化 事 業 債

緊 急 防 災 減 災 事 業 債 17,200
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

臨 時 財 政 対 策 債 140,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

災 害 援 護 資 金 貸 付 金 債 2,500
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

公共施設等適正管理推進
事 業 債 （ 社 会 教 育 施 設 ）

44,600
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

農業施設災害復旧事業債 2,700
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）
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議案第１６号 

 

   令和４年度矢吹町国民健康保険特別会計予算 

 

 令和４年度矢吹町国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，６８１，０１９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と 

定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 保険給付費の各項に計上した予算額に、過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の間の流用 

 

  令和４年３月１１日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 380,908

1 国 民 健 康 保 険 税 380,908

2 201

1 手 数 料 201

3 1

1 国 庫 補 助 金 1

4 1,110,690

1 県 補 助 金 1,110,689

2 財 政 安 定 化 基 金 支 出 金 1

5 6

1 財 産 運 用 収 入 6

6 186,101

1 他 会 計 繰 入 金 126,784

2 基 金 繰 入 金 59,317

7 1

1 繰 越 金 1

8 3,110

1 延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料 2,004

2 受 託 事 業 収 入 1

3 雑 入 1,105

9 1

1 財 政 安 定 化 基 金 貸 付 金 1

1,681,019

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

国 民 健 康 保 険 税

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入

町 債
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歳   出 （単位：千円）

1 35,872

1 総 務 管 理 費 34,832

2 徴 税 費 907

3 運 営 協 議 会 費 133

2 1,141,627

1 療 養 諸 費 997,729

2 高 額 療 養 費 137,124

3 移 送 費 201

4 出 産 育 児 一 時 金 4,623

5 葬 祭 諸 費 1,450

6 傷 病 手 当 金 500

3 458,558

1 医 療 給 付 費 分 312,845

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 110,961

3 介 護 納 付 金 分 34,752

4 1

1 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1

5 36,587

1 特 定 検 診 診 査 等 事 業 費 20,253

2 保 健 事 業 費 16,334

6 8

1 基 金 積 立 金 8

7 103

1 公 債 費 102

2 財 政 安 定 化 基 金 償 還 金 1

款 項 金　　　　　額

総 務 費

保 険 給 付 費

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費
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（単位：千円）

8 3,263

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 3,262

2 延 滞 金 1

9 5,000

1 予 備 費 5,000

1,681,019

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

款 項 金　　　　　額

諸 支 出 金
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議案第１７号 

 

   令和４年度矢吹町土地造成事業特別会計予算 

 

 令和４年度矢吹町土地造成事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３７３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２０，０００千円と 

定める。 

 

  令和４年３月１１日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 373

1 繰 越 金 373

373

歳   出 （単位：千円）

1 373

1 土 地 造 成 事 業 費 373

373

土 地 造 成 事 業 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

款 項 金　　　　　額

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

繰 越 金
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議案第１８号 

 

   令和４年度矢吹町介護保険特別会計予算 

 

 令和４年度矢吹町介護保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，６０３，３８６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と 

定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 保険給付費の各項に計上した予算額に、過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の間の流用 

 

  令和４年３月１１日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 319,000

1 介 護 保 険 料 319,000

2 1

1 手 数 料 1

3 350,820

1 国 庫 負 担 金 255,845

2 国 庫 補 助 金 94,975

4 412,072

1 支 払 基 金 交 付 金 412,072

5 230,407

1 県 負 担 金 216,211

2 県 補 助 金 14,196

6 2

1 財 産 運 用 収 入 2

7 280,237

1 一 般 会 計 繰 入 金 251,151

2 基 金 繰 入 金 29,086

8 10,846

1 雑 入 10,845

2 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 1

9 1

1 繰 越 金 1

1,603,386歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入

繰 越 金

財 産 収 入

繰 入 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

保 険 料
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歳   出 （単位：千円）

1 45,896

1 総 務 管 理 費 32,820

2 徴 収 費 1,284

3 介 護 認 定 審 査 会 費 11,598

4 趣 旨 普 及 費 105

5 運 営 協 議 会 費 89

2 1,452,490

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 1,304,500

2 介 護 予 防 サ ー ビ ス 等 諸 費 42,060

3 そ の 他 諸 費 1,200

4 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 37,120

5 高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 等 費 4,560

6 特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 等 費 63,050

3 99,557

1 介 護 予 防 ・ 生 活 支 援 サ ー ビ ス 事 業費 73,433

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 279

3 包 括 的 支 援 事 業 ・ 任 意 事 業 費 25,499

4 そ の 他 諸 費 216

5 高 額 総 合 事 業 サ ー ビ ス 費 130

4 3

1 基 金 積 立 金 3

5 440

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 301

2 繰 出 金 139

6 5,000

1 予 備 費 5,000

1,603,386歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

諸 支 出 金

予 備 費

基 金 積 立 金

地 域 支 援 事 業 費

保 険 給 付 費

款 項 金　　　　　額

総 務 費
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議案第１９号 

 

   令和４年度矢吹町後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和４年度矢吹町後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１９２，４１８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と 

定める。 

 

  令和４年３月１１日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 143,132

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 143,132

2 2

1 手 数 料 2

3 1

1 寄 附 金 1

4 48,927

1 一 般 会 計 繰 入 金 48,927

5 1

1 繰 越 金 1

6 355

1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 2

2 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 350

3 貸 付 金 収 入 1

4 受 託 事 業 収 入 1

5 雑 入 1

192,418歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

寄 附 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料
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歳   出 （単位：千円）

1 5,416

1 総 務 管 理 費 5,029

2 徴 収 費 387

2 186,650

1 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 186,650

3 351

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 350

2 繰 出 金 1

4 1

1 予 備 費 1

192,418

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

諸 支 出 金

款 項 金　　　　　額

総 務 費
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議案第２０号

令和４年度矢吹町水道事業会計予算

（総則）

　第１条　令和４年度矢吹町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給水戸数 ６，８２４ 戸

（２）年間総給水量 １，６５８，９５４ ㎥

（３）一日平均給水量 ４，５４５ ㎥

（４）主要な建設改良事業

１．配水管布設事業 １１７，０００千円

（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

第１款　水道事業収益 ４０５，６９４千円

第１項　営業収益 ３９３，６４０千円

第２項　営業外収益 １２，０５２千円

第３項　特別利益 ２千円

支出

第１款　水道事業費用 ４２４，３１９千円

第１項　営業費用 ３９３，７８６千円

第２項　営業外費用 ２８，４８３千円

第３項　特別損失 １，０５０千円

第４項　予備費 １，０００千円

（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９２，７１９千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１１，６００千円、過年度分損益勘定留保資金８１，１１９千円で補てんする

ものとする。）
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収入

第１款　資本的収入 １４０，９８８千円

第１項　企業債 １２５，０００千円

第２項　出資金 １５，９８７千円

第３項　負担金 １千円

支出

第１款　資本的支出 ２３３，７０７千円

第１項　建設改良費 １２７，６００千円

第２項　企業債償還金 １０５，１０７千円

第３項　予備費 １，０００千円

（企業債）

　第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償　　還　　の　　方　　法

配水管布設事業債
千円

１２５，０００
普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府資金
についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権
者と協定するところによる。ただし、町財政の都合により据置期
間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利に借り換え
をすることができる。

（一時借入金）

　第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 １９，３２５千円

（他会計からの補助金）

　第８条　水道事業運営を補助するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３，４８４千円である。

（たな卸資産の購入限度額）

　第９条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

　　令和４年３月１１日提出

　　 矢吹町長　蛭田 泰昭
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議案第２１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年度矢吹町下水道事業会計予算

（総則）

　第１条　令和４年度矢吹町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

　第２条　公共下水道事業の業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　　（１）処理戸数　　　　　　　　　　　  　４，３８８戸

　　　　　（２）年間総処理水量　　　　　　１，１６７，６０６㎥

　　　　　（３）一日平均処理水量　　　　　　　　　３，１９９㎥

　　　　　（４）主要な建設改良事業

　　　　　　　　１）管路建設改良費　　  　　   　 　　　　　　　　　２１４，５４６千円

　　　　　　　　２）流域下水道建設負担金　　　　 　 　　　    　　　　　２，３００千円

　２　農業集落排水事業の業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　　（１）処理戸数　　　　　　　　　　　　      ６１６戸

　　　　　（２）年間総処理水量　　　　　　    ２０４，８２０㎥

　　　　　（３）一日平均処理水量　　　　　　　　　    ５６１㎥
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（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　収入

　　　　第１款　公共下水道事業収益　　　　　　　　　　　　　　　  　４８４，０６５千円

　　　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３３，６０１千円

　　　　　第２項　営業外収益　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　３５０，４６１千円

　　　　　第３項　特別利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３千円

　　　　第２款　農業集落排水事業収益　　　　　　　　　　　　　　　  ２２４，０８６千円

　　　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　２９，４６９千円

　　　　　第２項　営業外収益　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　１９４，６１７千円

　　　支出

　　　　第１款　公共下水道事業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　４１６，７０６千円

　　　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６５，０６９千円

　　　　　第２項　営業外費用　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　４２，１４５千円

　　　　　第３項　特別損失　　　　　    　　　　　　　　　　  　　 　　 ８，４９２千円

　　　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０００千円

　　　　第２款　農業集落排水事業費用　　　　　　　　　　　　　　　　１８４，１２２千円

　　　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６８，３３５千円

　　　　　第２項　営業外費用　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　１４，４０６千円

　　　　　第３項　特別損失　　　　　    　　　　　　　　　　  　　　　　１，０８１千円

　　　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   ３００千円

（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１９２，２６５千円は、

　　　　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４，４６３千円、当年度分損益勘定留保資金１２２，５９３千円、

　　　　当年度分利益余剰金処分額６５，２０９千円で補てんするものとする。）
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　　　　第１款　公共下水道事業資本的収入　　　　　 　　　 　　　　　３５８，６７７千円

　　　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７６，０００千円

　　　　　第２項　他会計出資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０，０００千円

　　　　　第３項　他会計負担金　　　 　　　　　　　 　　　　　　 　　 ３６，４７８千円

　　　　　第４項　他会計補助金　　　 　　　　　　　 　　　　　　 　　 １０，０００千円

　　　　　第５項　補助金　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　７４，４１７千円

　　　　　第６項　負担金　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　１１，７８２千円

　　　　第２款　農業集落排水事業資本的収入　　　　　 　　　   　　　　７４，２２１千円

　　　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３，９００千円

　　　　　第２項　他会計負担金　　　 　　　　　　　 　　　　　　 　　 １９，９８１千円

　　　　　第３項　負担金　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　     ３４０千円

　　　支出

　　　　第１款　公共下水道事業資本的支出　　　　　　　　　　　　　　４７２，７９２千円

　　　　　第１項　建設改良費　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　２１６，８４６千円

　　　　　第２項　企業債償還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５５，９４６千円

　　　　第２款　農業集落排水事業事業資本的支出　　　　　　　　　　　１５２，３７１千円

　　　　　第１項　企業債償還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５２，３７１千円
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（特例的収入及び支出）

　第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、

　　　　　　それぞれ１６，４５９千円及び３６，９８９千円である。

（債務負担行為）

　第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　項

水 洗 便 所 改 造 資 金
利 子 補 給 事 業

水 洗 便 所 改 造 資 金
損 失 保 証

期　　　間

自　令和4年度
至　令和9年度

限　　　度　　　額

10,000千円に対する年利　4.5％以内の元金償還金に係る元金、利子及び遅延利息
に対する損失保証

自　令和4年度
至　令和9年度

10,000千円に対する年利　4.5％以内の元金償還金に係る利子の総額

- 31 -

- 31 -



（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

公 共 下 水 道 事 業 債
　　　　　　千円
　１０５，９００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

下 水 道 事 業 資 本 費
平 準 化 債
（ 公 共 下 水 道 ）

　　　　　　千円
　  ５６，１００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

下水道事業債特別措置分
（ 公 共 下 水 道 ）

　　　　　　千円
　  １１，６００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

流 域 下 水 道 事 業 債
　　　　　　千円
　    ２，３００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

下 水 道 事 業 資 本 費
平 準 化 債
（ 流 域 下 水 道 ）

　　　　　　千円
　        １００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

下 水 道 事 業 資 本 費
平 準 化 債
（ 集 落 排 水 施 設 ）

　　　　　　千円
　  ５３，９００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。
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（一時借入金）

　第７条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　（１）各款の営業費用と営業外費用の間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

　　　　　場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　（１）職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２，８７０千円

（他会計からの補助金）

　第１０条　下水道事業運営を補助するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３６４，９２６千円である。

（利益剰余金の処分）

　第１１条　当年度利益剰余金のうち、６５，２０９千円は、次のとおり処分するものと定める。

　　　（１）建設改良費に充当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５，２０９千円

（たな卸資産の購入限度額）

　第１２条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

　　令和４年３月１１日提出

　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　矢吹町長　蛭田 泰昭
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道

維
持

管
理

負
担

金
9
2
,
1
9
8

 
5
減

価
償

却
費

2
0
6
,
1
3
9

 
2
営

業
外

費
用

4
2
,
1
4
5

 
1
支

払
利

息
及

び
企

業
債

取
扱

費
3
1
,
8
1
9

 
2
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
1
0
,
3
2
6

 
3
特

別
損

失
8
,
4
9
2

 
1
過

年
度

損
益

修
正

損
3
,
2
9
2

 
2
そ

の
他

特
別

損
失

5
,
2
0
0

 
4
予

備
費

1
,
0
0
0

 
1
予

備
費

1
,
0
0
0

 
2
農

業
集

落
排

水
事

業
費

用
1
8
4
,
1
2
2

 
1
営

業
費

用
1
6
8
,
3
3
5

 
1
管

渠
費

2
4
,
6
1
1

 
2
処

理
場

費
2
8
,
9
7
7

 
3
業

務
費

2
,
4
8
5

 
4
総

係
費

5
,
6
5
6

 
5
減

価
償

却
費

1
0
6
,
6
0
6

 
2
営

業
外

費
用

1
4
,
4
0
6

 
1
支

払
利

息
及

び
企

業
債

取
扱

費
1
4
,
4
0
6

 
3
特

別
損

失
1
,
0
8
1

 
1
過

年
度

損
益

修
正

損
4
5
2

 
2
そ

の
他

特
別

損
失

6
2
9

 
4
予

備
費

3
0
0

 
1
予

備
費

3
0
0

（
単

位
：

千
円

）
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予
定

額

1
公

共
下

水
道

事
業

資
本

的
収

入
3
5
8
,
6
7
7

 
1
企

業
債

1
7
6
,
0
0
0

 
1
建

設
改

良
債

1
1
7
,
5
0
0

 
2
流

域
下

水
道

債
2
,
3
0
0

 
3
資

本
平

準
化

債
5
6
,
2
0
0

 
2
他

会
計

出
資

金
5
0
,
0
0
0

 
1
他

会
計

出
資

金
5
0
,
0
0
0

 
3
他

会
計

負
担

金
3
6
,
4
7
8

 
1
他

会
計

負
担

金
3
6
,
4
7
8

 
4
他

会
計

補
助

金
1
0
,
0
0
0

 
1
他

会
計

補
助

金
1
0
,
0
0
0

 
5
補

助
金

7
4
,
4
1
7

 
1
国

庫
補

助
金

7
3
,
9
0
0

 
2
県

補
助

金
5
1
7

 
6
負

担
金

1
1
,
7
8
2

 
1
受

益
者

負
担

金
1
1
,
7
8
2

2
農

業
集

落
排

水
事

業
資

本
的

収
入

7
4
,
2
2
1

 
1
企

業
債

5
3
,
9
0
0

 
1
資

本
平

準
化

債
5
3
,
9
0
0

 
2
他

会
計

負
担

金
1
9
,
9
8
1

 
1
他

会
計

負
担

金
1
9
,
9
8
1

 
3
負

担
金

3
4
0

 
1
受

益
者

分
担

金
3
4
0

資
 
本

 
的

 
収

 
入

 
及

 
び

 
支

 
出

収
入

（
単

位
：

千
円

）

款
項

目
備

 
 
 
 
考
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予
定

額

1
公

共
下

水
道

事
業

資
本

的
支

出
4
7
2
,
7
9
2

 
1
建

設
改

良
費

2
1
6
,
8
4
6

 
1
管

渠
建

設
改

良
費

2
1
4
,
5
4
6

 
2
流

域
下

水
道

建
設

負
担

金
2
,
3
0
0

 
2
企

業
債

償
還

金
2
5
5
,
9
4
6

 
1
建

設
改

良
債

償
還

金
2
3
4
,
6
9
7

 
2
流

域
下

水
道

債
償

還
金

1
4
,
4
6
9

 
3
資

本
費

平
準

化
債

元
金

償
還

金
4
,
5
4
0

 
4
そ

の
他

の
企

業
債

償
還

金
2
,
2
4
0

2
農

業
集

落
排

水
事

業
資

本
的

支
出

1
5
2
,
3
7
1

 
1
企

業
債

償
還

金
1
5
2
,
3
7
1

 
1
建

設
改

良
債

償
還

金
1
4
6
,
4
7
1

 
2
資

本
費

平
準

化
債

元
金

償
還

金
3
,
6
6
0

 
3
そ

の
他

の
企

業
債

償
還

金
2
,
2
4
0

支
出

（
単

位
：

千
円

）

款
項

目
備

 
 
 
 
考
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